
令和２年８月６日 

関係事業者各位 

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課長

放射線業務に関する自主点検の実施について 

今般、電離放射線障害防止規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第 82 号）

が、令和２年４月１日公布され、令和３年４月１日から施行されます。厚生労働省では、放

射線業務を行っている事業者の皆さまにおいて、その実施内容が、労働安全衛生法にもとづ

く電離放射線障害防止規則等に定められている内容と照らして問題ないかをこの機会に自

ら点検していただくため、自主点検を実施することとしました。 

つきましては、同封の自主点検票により自主点検を行い、その結果について別添の自主点

検結果報告書を下記まで返送いただくか、同報告書に記載のインターネット回答画面から回

答いただきますようお願いいたします。（回答期限：令和２年９月７日） 

特に、医療保健業につきましては、今回の法令改正について議論をした「眼の水晶体の被

ばく限度の見直し等に関する検討会」において、適切な線量測定が実施されていない事例が

散見されることが報告されております。このような事例は、労働安全衛生法に抵触する可能

性があることから、厚生労働省では、医療保健業における線量測定等の適切な実施が喫緊の

課題と捉えております。つきましては、本自主点検につきましては、必ず病院等の管理者等

まで共有し、自主点検結果報告書の確認欄にサイン等がなされた上でご提出ください。さら

に、見つかった問題につきましては、病院等の管理者等も含めて対応を検討するようお願い

いたします。 

なお、本自主点検は、フューチャー・コミュニケーションズに自主点検票等の対象事業場

への送付、回収等を委託※して実施しております。内容物の不足や回答方法等に関するご不

明点などにつきましては、下記までお問い合わせください。 

（※）厚生労働省「電離健診対象事業場に対する自主点検等事業」入札公告 URL： 

https://www.mhlw.go.jp/sinsei/chotatu/chotatu/wto-kobetu/2020/03/wt0303-04.html 

【問合せ及び提出先】 

株式会社フューチャー・コミュニケーションズ 

住所：大阪市中央区南船場四丁目３番２号 

ヒューリック心斎橋ビル６Ｆ 

電話：06（7739）6577 

（平日 9：30～17：30 ＊土・日・祝：休） 













自主点検結果報告書

年 月 日

自主点検した結果は、この結果報告書に記載の上、同封の返信用封筒を用いて、９月７日（月）までに

ご返送をお願いします。また、下記のＷｅｂサイトからも、パスワードを入力して、回答ができます。

本Ｗｅｂサイト上で回答された場合は、郵送によるこの結果報告書の返送の必要はありません。

【Ｗｅｂサイトからの回答はこちら】

ＵＲＬ

パスワード

事業場名称

代表者職氏名

事業場所在地

（ ）

自主点検者

職氏名
 

※貴事業場において、現在放射線業務を実施していない場合は右欄にチェックをしてください。 

 その場合、以下の回答は不要ですので、お手数ですがそのままご返送ください。 

【医療保健業用】自主点検結果報告書 確認欄 

病院等の管理者 衛生管理責任者 被ばく管理責任者

 

点 検 項 目 結 果

Ⅰ 電離放射

線障害防止

規則に定め

る放射線業

務従事者に

ついて

１．放射線業務
　　従事者数

計 人

２．放射線業務
　　従事者の内訳
（医療保健業の場合のみ）

医師 人 看護師 人

診療放射線技師 人 その他 人

不均等被ばく 人 放射線測定器を２個以上配布 人

３－１．被ばく線量
測定サービス利用
者の範囲

（医療保健業の場合のみ）

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ・ Ｅ

Ｆ（ ）

Ｇ ・ Ｈ

Ｉ（ ）

Ｊ ・ Ｋ （（ ） 年・月・週・日・回、その他（ ））

Ｌ（ ）

【こちらの用紙をご提出ください】 【別添】



３－２．電子線量計

を装着する者の範囲
（医療保健業の場合のみ）

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ・ Ｅ

Ｆ（ ）

Ｇ ・ Ｈ

Ｉ（ ）

Ｊ ・ Ｋ （（ ） 年・月・週・日・回、その他（ ））

Ｌ（ ）

Ⅱ 被ばく線

量について

（ 年度

（または直

近管理期間

の１年間））

１．実効線量

検出限界未満 人 検出限界以上～年 人

年 超～年 人 年 超 人

把握していない 人

２．眼の水晶体の
　　等価線量

検出限界未満 人 検出限界以上～年 人

年 超～年 人 年 超 人

把握していない 人

Ⅲ 被ばく線

量の管理

１．当該放射線
　　業務従事者数

人

２．５年間の

管理方法

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ

Ｅ（ ）

３．当該者数 人（前事業場での線量把握人数）／ 人（新規所属人数）

４．把握方法

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ

Ｅ（ ）

備考

５．周知等の方法

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ

Ｅ（ ）

※Ｃの詳細

備考

６．一時的に立ち

入る者の管理
方法

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ

Ｅ（ ）

Ⅳ 改善方針

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ・ Ｅ ・ Ｇ

Ｆ（ ）

Ⅰ 電離放射

線障害防止

規則に定め

る放射線業

務従事者に

ついて



放射線業務を行う事業主の皆さまへ

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

今回の改正内容

厚生労働省では、「電離放射線障害防止規則」（以下「電離則」）

と「電離放射線障害防止規則第３条第３項並びに第８条第５項及
び第９条第２項の規定に基づく厚生労働大臣が定める限度及び方
法を定める件」（以下「告示」）を改正し、令和３年４月１日から施
行・適用します。

今回の改正では、眼の水晶体の被ばく限度の見直しなどを行っ
ています。

事業者の皆さまは、改正後の電離則および告示に基づき、労働
者の電離放射線障害防止のための措置を講じるよう、よろしくお
願いします。

（令和２年４月）

1
放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける
等価線量の限度の引き下げ

（電離則第5条）

2 線量の測定および算定方法の一部変更 （電離則第8条・告示第3条）

3
線量の測定結果の算定・記録・保存期間
の追加

（電離則第９条）

4
電離放射線健康診断結果報告書様式の項
目の一部変更

（電離則様式第２号）

5 上記１に関する経過措置 （改正電離則附則）

「改正電離放射線障害防止規則」が

施行されます

令和３年４月１日から、



放射線業務従事者などの管理区域内で受ける外部被ばくによる線量の測定は、１cm

線量当量、３mm線量当量および70μm線量当量のうち、実効線量および等価線量の

別に応じて、放射線の種類およびその有するエネルギーの値に基づき、線量を算定す

るために適切と認められるものについて行うことが必要です。

また、眼の水晶体の等価線量の算定は、放射線の種類およびエネルギーの種類に応

じて、１cm線量当量、３mm線量当量または70μm線量当量のうちいずれか適切なも

のによって行うことが必要です。

※ 放射線業務従事者のうち、遮蔽その他の適切な放射線防護措置を講じてもなおその眼の水晶体に受ける

等価線量が５年間につき100mSvを超えるおそれのある医師であって、その行う診療に高度の専門的な

知識経験を必要とし、かつ 、そのために後任者を容易に得ることができないもの。

事業者は、放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける等価線量が、５年間につき

100mSvおよび１年間につき50mSvを超えないようにしなければなりません。

放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける等価線量は、３か月ごと、１年ごと

および５年ごとの合計を算定・記録・保存することが必要です。

上記１に伴い、受診労働者数の欄中「眼の水晶体の等価線量による区分」の欄に

関する項目が、「20ｍSv以下の者」、「20mSvを超え50mSv以下の者」および

「50mSvを超える者」に変わります。また、全区分の欄に「検出限界未満の者」

の項目が追加されます。

一定の医師※については、眼の水晶体に受ける等価線量の限度を以下のとおりと

します。

このリーフレットに関するご質問などについては、
最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署へお問い合わせください。

※下線部は改正内容

１ 放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける等価線量の限度の引き下げ

2 線量の測定および算定方法の一部変更

3 線量の測定結果の算定・記録・保存期間の追加

4 電離放射線健康診断結果報告書様式の項目の一部変更

5 上記１に関する経過措置

・令和３年４月１日～令和５年３月31日の間 １年間につき50mSv

・令和５年４月１日～令和８年３月31日の間 ３年間につき60mSvおよび１年間につき50mSv

 眼の水晶体に受ける等価線量の限度


